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研究成果の概要（和文）：　宮城県石巻地域を対象として、東日本大震災被災者の生活再建過程について、仮設
住宅入居者の生活課題の変化、仮設住宅から復興住宅への移行に伴う生活課題の把握、個々の生活事情の相違に
よる生活再建課題の相違を明らかにする目的で研究をした。
　その結果、生活支援団体への調査が生活課題の把握に極めて有効であること、生活課題の変化に対応して支援
団体の活動内容が変化し、最終的には現地化したこと、避難所や仮設住宅の課題が明らかになった一方で福祉仮
設住宅が有効であったこと、復興住宅への移行に伴って、再度孤立化が進んでいること、郡部と市部の生活実態
と支援のあり方に大きな差があること等が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：We studied the changes in problems in community life of temporary house 
tenants and those due to the transition from temporary houses to permanent houses, and difference in
 problems in community life between urban and rural area in Ishinomaki after the Great East Japan 
Earthquake.
The main results are as follows. (1) Surveys on living supporting organizations were effective to 
grasp problems in community life of victims after the earthquake.  (2) We specified architectural, 
organizational and community problems of temporary housing.  However, welfare temporary houses were 
operated well.  (3) The isolation of tenants after the move to permanent houses is a serious 
problem.  (4) The living as well as the situation of support differed markedly between urban and 
rural areas.

研究分野： 生活科学

キーワード： 東日本大震災　石巻市　生活復興　支援団体　仮設住宅　コミュニティー　食生活　衣生活
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１．研究開始当初の背景 
震災が多発する日本では震災と生活再建に関

する研究が行われており、特に阪神淡路大震災
に関しては、長期研究が進められ（例 黒宮亜
希子他、地域安全学会論文集 (8), 405-414, 
2006-11）、人間関係が希薄な都市型コミュニテ
ィにおける震災後の仮設住宅での地域相互扶助
関係の形成が大きな課題となった。 
東日本大震災は規模においても地震に津波や

原子力発電事故が加わった複合災害という点で
も阪神淡路大震災を上回る。また被災地が多様
な地域を含む点で阪神淡路大震災とは相違し、
生活再建のプロセスも違うと思われた。また複
合災害であり経済基盤が脆弱な地域で起きた東
日本大震災は急速な生活再建をはたした阪神淡
路大震災とは相違している。 
東日本大震災被災者の研究に具体的な衣食住

の質と量や家族などの人間関係などから生活を
全般的に把握して分析した研究は少ない。 
 
２．研究の目的 
本研究では衣食住や人間関係といった生活全

体の諸問題を具体的に把握し、それらの相互関
連の分析を軸に生活を総合的に捉え、さらに被
災者への支援を行いながら、生活再建のプロセ
スを以下の3点から明らかにする。 
(1) 仮設住宅入居者への繰り返しの生活支援活

動を通じた生活課題の変化を把握する。 
(2) 仮設住宅から復興住宅への移行に伴う生活

問題の把握と支援策を明確にする。 
(3) 一次産業を基盤とする郡部と商工業を基盤

とする市部といった、個々の生活事情の相違
による生活再建課題の相違を明らかにする。 

 
３．研究の方法 
石巻市の開成団地、南境団地の仮設住宅の居

住者を対象に生活支援活動を行って住民一人一
人に関わりながら、参加者に聞き取り調査を実
施して生活課題を把握し、その解決の道筋を被
災者と共に考え活動しながら繰り返し聞き取り
調査を行うアクションリサーチ法で調査を行う
ことによって、生活再建プロセスを把握する。
仮設住宅から復興住宅への移転が予定されてい
ることから、仮設住宅居住期、復興住宅へ徐々
に移行する時期、復興住宅に移転後の三期にわ
けて、継続調査することにより生活課題の変化
を把握する。 
 
４．研究成果 
(1)仮設住宅入居者への生活支援活動を通じ

た生活課題の変化の把握 
①仮設住宅生活初期における生活支援 
＜衣生活の生活支援＞ 
仮設住宅で手芸教室開催による被災者との交

流や製作品の販売支援を行ったが、必ずしも継
続的発展的な生活支援にはつながらなかった。
その後、震災前から営業していた衣生活関連の
商店への調査を通じて、老舗の呉服店が震災後
６ケ月という早さで再開したことが明らかにな
り、石巻市では着物文化が地域の文化行事と結

びついて定着していることが明らかになった。
これは、石巻の伝統的な衣服文化を生かした商
業復興の可能性を示唆する。 
＜食生活関連の生活支援＞ 
郷土料理の伝承、特産物・郷土料理を通した

郷土愛の醸成、コミュニケーションの3点を目
的に郷土料理教室を実施した。仮設住宅の集会
所での郷土料理教室では参加者の9割以上が60
～80代であった。そこで、料理教室の参加者か
ら大学生への郷土料理の伝承を目的とした「繋
げていこう宮城の味－石巻の正月料理を作ろう」
を企画した。その結果、講師となった仮設住宅
住民と学生との新しい人間関係ができ、将来を
見据えた生活姿勢が生まれ、学生は伝統的な郷
土料理を知ることができるなどの成果があった。 
「石巻わかめ料理創作グランプリ」を開催し

た。石巻圏内在住または通学・通勤者から募集
した34組から選ばれた10組を対象に創作料理
コンテストを行い、グランプリ 1 組と奨励賞 5
組を選出した。この結果を冊子にして漁業組合
や観光協会、料理店組合、高校などに配布し、
石巻の特産物であるわかめの認知度の向上およ
びわかめの消費促進、新たな調理法の情報発信
を図った。 
②地域の食品や食文化の伝承による生活支援 
食関連産業の活性化の一助として被災者や食

の専門家に食に関する聞き取り調査をし、石巻
の特産物や食文化を整理した。 
②-2.ピースボートによる炊出し支援 
国際NGOのピースボートが2011年3月15日か

ら行った炊き出し支援の献立名から使用食材の
栄養評価を行い、今後の被災時の炊き出し支援
における献立提案を試みた。その結果、開始か
ら 1 か月間は献立の品数が少なく、2 か月目以
降は複数献立が増え、最終の9月に入るとまた
減っていた。 
627 食を分析した結果では被災者に不足しが

ちな野菜を積極的に提供していたが、肉類を用
いた献立が多く魚類は少なかった。また、牛乳・
乳製品、果物はわずかだった。なお気候を配慮
して4月までは温食が32％提供されていた。 
一食あたりの品数は単品か2品が多かったが、

炊き出しが軌道に乗ってからは3品が多くなり、
栄養バランスがある程度保証された。3月26日
から4月22日の主食、副菜、主菜の充足率はや
や低値だったが徐々に充足していった。このよ
うに、施設や材料が不足する中でも一定程度栄
養バランスの取れた食事が提供されていた。 
③生活支援団体への聞き取りからみるニーズ

の変化に対応した生活支援のあり方 
③-1 活躍したボランティア団体とその後の

体制つくり 
石巻市で継続的に震災後の生活支援活動に携

わってきたボランティア団体 20 団体ならびに
（一社）石巻災害復興支援協議会（現：（公社）
みらいサポート石巻）および（社福）石巻市社
会福祉協議会に聞き取りを行い、石巻市ボラン
ティアセンターと支援団体の連携や調整の要と
なった災害ボランティアセンター、石巻市社会
福祉協議会、石巻専修大学の関わりや石巻災害



復興支援協議会の発足などの経緯と役割を明ら
かにした。 
ボランティア団体を「災害支援の経験豊富な

団体」「震災前の活動を活かした団体」「震災後
に立ち上げた団体」「被災者が立ち上げた団体」
の4つに分類できた。各団体の特長を生かし、
不足の部分を相互に連絡調整して補いながら被
災者のニーズに応えた支援を行えた実態を明ら
かにした。 
④生活支援団体への聞き取りによる被災者の

生活支援ニーズの変化 
＜食に関する支援物資の実情と課題＞ 
災害直後は手持ちの食品を分けて食べ、数日

後からおにぎりやパン、水の配給があった。や
がて支援食糧の配布会が立ち上がり、効果を発
揮した。当初は被災地での配布であったが2013
年４月頃からは石巻で希望者の受付をし、東京
から食品を送った。 
＜衣に関する支援物資の実情と課題＞  
石巻の社会福祉協議会に届いた支援衣料で使

用できなかったものは全体の1割程度で、個人
からの提供も受けつけた。これには、石巻社会
福祉協議会スタッフの国内外での支援活動の経
験が生かされていた。また石巻専修大学の室内
練習所が提供され、仕分けや配付に効果を発揮
した。同協議会はブログで情報発信と支援者と
の交信を開始し、過剰な物資を防いだ。4月 24
日には「中古衣料」に関する支援の記述がみら
れるが、閲覧した支援物資一覧には中古衣料の
記述がなく、丁寧なやり取りがあったことがう
かがわれる。 
 
 (2)仮設住宅から復興住宅への移行に伴う生活
問題の把握と新たな支援策の明確化 
 ①被災者の生活の基礎的基盤としての住宅の
課題 
 被災前、被災当日、避難初動期の避難所、応
急仮設住宅、民間借上げ住宅（みなし仮設住宅）
の各期で生活課題が大きく変化した。 
a.被災前、 
石巻市では中心市街地の事業所・小売業が低

迷し、主要産業である漁業・水産加工業、農業
では後継者問題が深刻であった。2005年の市町
村大合併で１市６町が合併して、職員数が 400
人減少した。 
b.2011年3月11日－被災 
津波により石巻市中心市街地の全域、全市内

の13％、平野部の約30％が浸水し、3日以上も
ヘドロと重油と瓦礫に覆われた。火災も発生し
た。石巻市では死者、行方不明者、災害関連死
者が多く、その9割が65歳以上の高齢者であっ
た。漁業や水産加工業、製紙業、農業も壊滅的
な被害を受けた。 
c避難初動期の避難所、 
人々は小学校等の地域の指定避難所や旅館・

ホテル、寺など様々な所に避難し、状況に応じ
て転々とした。石巻市の避難者数は3月17日に
ピークに達した。指定避難所以外にいた避難者
には食糧などの支援物資が届かなかった。8 月
に仮設住宅の建設が終了し、避難所は2011年10

月11日に若干を残して閉鎖された。 
d. 応急仮設住宅、民間借上げ住宅（みなし仮

設住宅） 
避難所から出た被災者は宮城県・石巻市が提

供する応急仮設住宅や、借上げ民間賃貸住宅（み
なし仮設住宅）に入居した。 
宮城県はプレハブ建築協会（プレ協）と応急

仮設住宅の建設についての協定を締結しており、
協定に基づきプレハブ型の仮設住宅を供給した。
被害が甚大であったので民間賃貸住宅を借上げ
た場合にも災害救助法による国庫補助を行う
「みなし仮設住宅」が実施された。 
【石巻市の応急仮設住宅】 
石巻市の仮設住宅は全てプレ協のプレハブ住

宅であった。プレハブ系と木造系の仮設住宅で
は掃き出し窓や間取り設備等の仕様が違う 。仮
設住宅はプライバシー確保など避難所と比較し
て生活環境が格段に向上したが、長期化するに
つれ様々な問題が顕在化した。石巻市部では仮
設住宅の入居の大半を抽選で行ったので新たな
コミュニティ形成の課題を抱え、支援の受け入
れや生活再建に向けての話し合いを困難にして
いた。半島部では基本的に集落単位での入居で、
コミュニティの形成の課題は無く、助け合いも
当初から行われた。 
【みなし仮設住宅】 
みなし仮設住宅が新築仮設住宅を上回って供

給されたことがこの地域の特徴である。見なし
仮設住宅では被災者の居住地が分散して支援物
資や情報の提供が不全であったこと、2 年間の
契約期間を延長する際に家主が再契約を拒む例
があった。 
②仮設住宅及び復興住宅住民へのパネル調査

による生活問題の変化 
＜復興住宅への移行の課題＞ 
多くの住民が仮設住宅から復興公営住宅（災

害公営住宅）への移転を望んでいた。2014年ま
では自力再建による移転の意向が3割近くあっ
たが、2015年には1割程度に減少し、復興公営
住宅への移転希望が2012年の51％から2015年
の66％に増加した。早い時期に自力再建をした
住民がいる反面、年齢などを理由に自力再建を
あきらめ、復興公営住宅への入居に切り替えた
とみられる。復興公営住宅は抽選による入居が
中心で、コミュニティ形成の問題が再度生じて
いる。2014年と2015年の調査でも移転後の不安
として回答者の45％が「近所づきあい」をあげ
た。2015年調査では移転を控えて収入や貯蓄へ
の不安も増していた。 
仮設住宅に残される人たちも出ている。2015

年調査では移転時期への回答で「見通しが立た
ない」が29％もあった。復興公営住宅への移転
に伴い仮設住宅の集約が進む。住民は人間関係
の再構築を強いられる。仮設住宅に残っている
住民は社会的弱者や周囲から孤立していた人が
多いので一層困難な課題を抱えることになる。 
＜仮設住宅の住み心地＞ 
仮設住宅の満足度は、「不満」が 2012 年調査

の60％以上から、2013年以降には40％台に下が
った。住民の慣れや諦めの結果かもしれない。



2012年から2015年の調査では部屋の広さや遮音
性などの住環境面の満足度が低く、買い物や通
院などの生活環境面では改善が見られた。 
2012年に満足度の低かった収納に対して屋外

物置の設置工事が行われたが、2013年調査でも
満足度に大きな変化はなかった。2014年以降は
8 割程度が不満と答え、長引く仮設住宅生活で
生活用品などが増加したことや、9 割弱の住民
が震災前の住居が戸建であったことから、収納
への不満が大きいものと考えられる。 
2011年に寒さ対策の断熱工事が、2012年夏に

クーラーの追加工事が行われたが構造上風通し
が悪いために暑さや寒さへの不満は増えている。 
「遮音性」については改善が全く行われてい

ない。6 割以上が「不満」と答えており、自由
回答でも隣の話し声やテレビの音、子どもの声
など生活音についての記述が多かった。特に隣
人との生活時間帯のずれによる問題が大きく、
住民の精神的な負担になっている。 
「通勤・通学」および「通院」に関する「不

満」は 50％程度で、買い物」は満足度が高い。
開成・南境地区は比較的市街地に近く、コンビ
ニエンスストアが開店し、大型スーパーの無料
バスが運行されたことなどが要因と考えられる。 
自由記述には室内環境、特にカビや湿気、結

露などの問題が入居当初からあげられていた。
入居4年目になると、床のへこみやきしみとい
った建物自体の不具合が目立って増えた。 
＜近所づきあいについて＞ 
2011年8月の調査では仮設住宅入居間もない

こともあって半数が「挨拶をする程度」の関係
であった。2012年以降になると「立ち話」以上
の関係は増え、2013年には60％になった。2012
年と2013年調査で新たな友人・知人は多少増加
していたが「あいさつ程度」の表面上の付き合
いに留まっているようであった。仮設団地以外
の友人・知人との交遊頻度についても2015年に
は低下傾向がみられ、孤立化が進んでいる。 
 
 (3)個々の生活事情の相違による生活再建課

題の相違 
①応急仮設住宅において設けられた福祉仮設

住宅に関する調査 
18棟144戸の福祉仮設住宅は被災したグルー

プホームの仮設施設となった。形状も運営主体
も被災前と同じであったので全体に良好な生活
環境を確保できた。この内２棟18戸は制度外福
祉施設で、高齢者や障害者など制度の枠外にあ
って困窮する人々の居住支援に重要な役割を果
たした。しかし、被災前在宅であった高齢者や
障害者には優先入居枠が少なく、入居に時間が
かかったり、入居した応急仮設住宅のバリアフ
リー化が出来ていなかったという課題が残った。 
②郡部地域の生活実態と支援のあり方 
石巻市は市部地域と郡部地域で生活環境が著

しく異なる。郡部地域でも雄勝、牡鹿、北上地
区といった沿岸部と河北、桃生、河南地区とい
った内陸部では産業構造や人口動態が異なり、
雄勝地区と牡鹿地区は2002年の時点で高齢化率
が40％を超えていた。 

科研費採択に先行して2011年 11月 4日から
20日まで河北地区内陸部の仮設住宅団地を訪問
し、沿岸部から入居した被災者に対してアンケ
ート調査を実施した。その結果、郡部地域の被
災者は元の居住地ごとに仮設住宅への入居が進
められたので相互扶助が成立していた。さらに、
商店や医院までの距離が近くなり、生活の利便
性が向上したという実態も把握できた。しかし、
雄勝地区の在宅被災者は地区中心部の機能が失
なわれたので生活の利便性が急激に低下してい
た。2012年11月から12月にかけて雄勝地区で
実施した調査では、生活必需品の調達に困窮し
たり、通勤・通学に不便を強いられたりしてい
る住民の存在が判った。被災した青果店が移動
販売を行っているが、高齢の店主は社会的使命
に基づき営業活動を行っている。雄勝地区の生
活を持続的なものにしていくためには、公益事
業として買い物支援の展開が必要と考えられる。 
一方、石巻中心部の開成・南境地区にある全

仮設住宅を対象に、2012年より2016年まで生活
実態調査を毎年実施してきた。住み心地につい
て 2012 年から 2016 年までの傾向を見ると、部
屋の広さや遮音性などの室内環境面についての
満足度が一貫して低く、買い物や通院などの生
活環境面ではいくらかの改善が見られた。その
他、室内環境に関する問題として、カビや湿気、
結露などの問題は2012年から最近まで、困りご
ととしてあげられていた。近所づきあいについ
ては、中心部は沿岸部とは異なり抽選入居のた
め、当初からコミュニティ形成の問題があった。
調査からは居住年数が経過するにしたがって近
所づきあいが増えていったことがわかった。そ
れに伴って、友人・知人が「いない」という割
合は2014年まで順調に減少していたが、2015年
から増加に転じた。これは本格的な復興（災害）
公営住宅への移転が始まり、仮設住宅でできた
友人・知人が復興（災害）公営住宅へ引っ越し
ていったからだと考えられる。復興公営住宅も
抽選入居なので、仮設住宅と同様にコミュニテ
ィ支援の必要がある。 
③子ども・教育に関する生活支援の課題 
子どもの生活支援活動に関わる取り組みとし

て、講演会「被災地の子どもたちに寄り添って」
（2012年9月16日石巻恒心会会館）や親子料理
教室（2013年3月24日 南境第4集会場）等を
開催し、被災者と交流しながらその課題を把握
したほか、子どもの課題についての支援活動を
行っている団体の代表5名に面接調査を行い、
その課題を把握した。聞き取りは、2012年3月
～2013年8月に、行った。その結果以下のよう
なことが明らかとなった。 
第1は、震災は大人視点で語られ子ども視点

では語られにくい点である。大震災時は、大人
への支援が目立ち、子どもへの支援が見えにく
い。多くの被災状況の把握は大人中心となり、
失業や自宅の倒壊についても、大人たちが被害
を訴える形で把握される。その影で子どもたち
は大切な家族や友人、知人を亡くし、避難を強
いられることで友人や故郷から離れてしまう寂
しさを理解してもらいにくい。 



第2は、家族を失ったり、避難で子どもたち
の生活環境が激変し、自分の意思で生活環境を
決定できない中で受動的に環境に対応すること
による過大なストレスを受ける問題である。学
校や幼稚園、保育園などの消失や学校の避難所
化で生活の中心的活動基盤を失ったり、コミュ
ニティが分断されて地域との関係性を失ったり、
公園や広場が仮設住宅になって遊び場所を失う
などで孤独な時間が増加し、心的ストレスが増
加して不登校も増えるなどの問題が増加した。 
第3は子どもの支援活動のあり方である。子

どもと一緒に遊んだり、子どもへ学びや活動の
場を提供したりする「子どもに対する直接的支
援」、虐待等の子どもたちへの被害を食い止める
ための保護者の就労支援、子育て支援、コミュ
ニティ作り支援などの「保護者への支援」、学校
や教職員への支援によって教育活動時間や活動
の場を提供する「学校・教職員に対する支援」
などの多面的な支援が子どもの生活支援には必
要である事が明らかとなった。 
金銭面での支援や就学・就業の支援、安全な

生活環境の提供、住宅支援や子育てサポート、
大人のコミュニティ形成も必要である。学校現
場への教職員の加配措置や地域連携、教職員へ
の業務やストレスの軽減が結果的に子どもへの
安定的な教育を提供することになる。支援にあ
たっては障害のある子ども、病気の子ども、施
設で生活している子ども、多文化の子ども、引
きこもりや不登校の子ども、少年院などに収容
されていた子どもなど、特別な配慮や支援が必
要な子どもの支援も忘れてはいけない。被災し
た全ての子どもたちが、被災前の笑顔を取り戻
せるよう、今後も継続した支援が必要である。 
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